 10.　持続可能な都市・地域づくり　

	

	【問題提起】　

　東日本大震災における復興は、持続可能な都市構造のあり方とともに、市民自治のまちづくりであることが問われています。被災地は広域的であるために、課題は低地の都市構造、漁港・加工工場の整備のあり方、住宅の高台移転のあり方、農業の再建、過疎地の復興など、多岐にわたっています。

①　復興計画の遅れ、被災者参加の実情

　　岩手・宮城・福島被災３県や市町村の復興計画は、国の2011年度補正予算に間に合わせるために、急ぎ策定されたという側面もあって、被災者参加、市民参加は十分ではありません。たとえば、防潮堤の高さなどは、国と県との調整に委ねられて市町村の意見さえ反映されない恐れがあります。

　　今後の復興事業の具体化にあたっては、市町村が被災者、市民の意見を十分に反映させながらすすめていくことが求められています。

②　モデル事業のオンパレード

　　国が中心となった復興事業では、モデル事業中心の事業に陥り、大手ゼネコン主体の事業ばかりとなる危険があります。復興事業の主体はあくまで市町村であり、広域的な事業に限って県が主体となるようにすすめなければなりません。

③　人口減、高齢化の加速

　　今回の被災地、中でも岩手県に象徴されるように、過疎化が急速に進行していた地域が少なくありません。過去にも、中越地震時の旧山古志村（現長岡市）のような過疎地域もありましたが、今回は非常に広域に過疎化がすすんでいることに特徴があります。今後の過疎地域の復興は並大抵のものではありません。復興弱者の発生も懸念されています。

	


【処方箋－１】都市の自立性を高める ― 都市構造のあり方 ― 
　私たちはこれまで、大都市で暮らし、働くことを当たり前のようにとらえ、大都市、とりわけ東京を中心にした社会のあり方をあまりに当然視してきたのではないでしょうか。復興にあたっては大都市中心の発想から地域中心の発想へと転換するべきです。

　現在、日本には1,742の基礎自治体がありますが、そのうちの８割以上が人口10万人以下の自治体です。復興の先にどのような地域をつくっていくかということを考えたとき、こういった中小規模の自治体こそ、その中心になれるようにしなければなりません。

　しかし、小さな自治体にはこれまで、十分な予算や人材、知見などが投入されてきたとは言えません。まちづくりにかかわる様々な主体が、小さな自治体とつながり、支援を十分に行っていく必要があります。

　そして、大都市や東京を中心としてそこに周辺として従属するのではない、地域の中小規模の都市を中心に自立した地域をいかにつくっていくのかが重要です。中小規模の自治体がそれにむけ活動できるような仕組みづくりが求められます。

【処方箋－２】被災者主体・被災者参加の復興まちづくりを進める

　復興の主体は被災者自身です。復興計画の策定や事業展開にあたってはそれが明確に位置づけられるべきです。災害への備えという点からも、地域住民がまちの防災計画を十分に理解し、様々な備え、取り組みを行うことが求められます。まちの復興が「住民不在」で進められてはなりません。専門家の適切な支援を得ながら、様々な手段を通じた情報発信や合意形成の取り組みなど被災者参加によるまちづくりが求められます。また、復興計画は復興の主体たる被災地域の住民の声をまとめながら、被災地の基礎自治体が中心となって策定していくという補完性の原則が貫かれるべきです。

　その際、被災者は多様であることが意識されなければなりません。高齢者や障害者など社会的に弱い立場に置かれている人々への配慮やそういった人々の声をくみ取るための仕組みも重要です。特に日本は男女共同参画の取り組みが遅いことが各種の統計からも指摘されています。復興計画や防災計画を策定する委員会などに女性委員が多く参加することや施策を進める担当部局に女性の管理職や職員を配置することなど、意思決定や諮問の場における取り組みが求められます（第２部10.、11.参照）。

　さらに復興まちづくりを進めていくにあたっては、地域を離れての避難を余儀なくされている人々の声を十分に把握する必要があります。情報発信にあたってもそれらの人々の移転先の把握や情報伝達の手段を確保していかなければなりません。

【処方箋－３】海・浜・川・森・田・畑の環境を保全する　

　復興にあたっては、私たちに豊かな恵みを与えてくれるものとして自然を捉えなおすことが重要になってきます。コントロールする対象でもなく、その脅威をただ畏怖するのでもなく、自然とともに生きていくという考え方に立つことです。

　そのためには生物多様性の回復というような方向性こそが求められます。ただしそれは、自然を手つかずのまま放置せよということではありません。日本の自然の多くは原生的な自然ではなく人が手を入れなければダメになる「里山・里海」であり「二次的な自然」です。自然にかかわり合いながらその物質循環（森－川－海の連環）の中から生まれる恵みを享受できるような、地域を再生させるべきです。

　例えば住宅の復興にあたって地元産の木材を使って家をつくるなど、さまざまな地域の資源を利用することにより、地域再生を進めることが望まれます。さらに、そのために伐採した針葉樹のあとには、針葉樹だけではなく広葉樹も植えるようにします。そうすることによって、木材生産に偏った針葉樹一辺倒の森づくりから生物多様性の豊かな森づくりをめざすことができます。

　また、地域づくりにおいても自然環境や景観に配慮したまちづくりを進めるべきです。ふるさとの風景ともいえるような景観の再生を通じて、グリーン・ツーリズムの振興にも貢献できます。

【処方箋－４】過疎地域を支援する

　被災地において過疎化が急速に進行してきた地域には、集落の維持を含めた特別な支援が求められます。

　過疎地域においては、まず集落に残っている人々の生活を支援することが最も重要です。都市部においては中学校区を１つのコミュニティ（人口、おおむね20,000人）として考える必要がありますが、過疎地域については１つの集落を単位に考え、特に高齢世帯の総合支援体制を強化することが必要です。

　過疎地域の活性化は、１つの市町村だけではなく、周辺の市町村との相互連携の中で地域資源や人材の発掘、資源の活用のあり方などを考えていく必要があります。１つのモデル的な政策として、県とも連携した「空き家活用」のさまざまな事例があります。

　これは、過疎地域と都市部との連携として、都市部からの移住や二地域居住の促進にも活用されています。被災地域の過疎地域においても、すでに取り組まれている課題であると思われますが、より広域的なネットワークとして、これまで以上に県が果たすべき役割が期待されます。
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